
運営規程について 

 

運営規程に決まった様式はありませんので各事業所で定めてください。 

基準省令及び解釈通知に、定めなければならない内容が規定されています。 

関係規定を抜粋し掲載しましたので、参考にしてください。 

 

＜基準省令＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号、令和６

年１２月２７日内閣府・厚生労働省令第２０号改正現在） 

（運営規程） 

第３１条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する運営規程(第３５条第１項において「運営規程」という。)を定

めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定居宅介護の内容並びに支給決定障害者等から受領する費用の種類及びその額 

五 通常の事業の実施地域 

六 緊急時等における対応方法 

七 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類 

八 虐待の防止のための措置に関する事項 

九 その他運営に関する重要事項 

 

【関連条項の抜粋】 

（利用者負担額等の受領） 

第２１条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、支給決定障害者等から当

該指定居宅介護に係る利用者負担額の支払を受けるものとする。 

２ 指定居宅介護事業者は、法定代理受領を行わない指定居宅介護を提供した際は、支給決

定障害者等から当該指定居宅介護に係る指定障害福祉サービス等費用基準額の支払を受

けるものとする。 

３ 指定居宅介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、支給決定障害者等の選定によ

り通常の事業の実施地域以外の地域において指定居宅介護を提供する場合は、それに要

した交通費の額の支払を支給決定障害者等から受けることができる。 

４ 指定居宅介護事業者は、前三項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収

証を当該費用の額を支払った支給決定障害者等に対し交付しなければならない。 

５ 指定居宅介護事業者は、第三項の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、

支給決定障害者等に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、支給決定障

害者等の同意を得なければならない。 



（虐待の防止） 

第４０条の２ 指定居宅介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該指定居宅介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、そ

の結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該指定居宅介護事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的

に実施すること。 

三 前二号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

 

＜解釈通知＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１８年１２月６日障発第１２０６

００１号、令和６年３月２９日こ支障第９７号・障発０３２９第３３号改正現在） 

 

(20)運営規程（基準第３１条） 

 指定居宅介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定居宅介護の提供を確保

するため、基準第３１条第１号から第９号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを

指定居宅介護事業所ごとに義務付けたものであるが、特に以下の点に留意するものとする。

なお、同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類について事業

者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合においては、運営規程を一体的に作成する

ことも差し支えない(この点については他のサービス種類についても同様とする)。 

① 従業者の職種、員数及び職務の内容（第２号） 

 従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、規程を

定めるに当たっては、基準第５条において置くべきとされている員数を満たす範囲におい

て、「○人以上」と記載することも差し支えない（基準第９条に規定する重要事項を記した

文書に記載する場合についても、同様とする。）（以下、他のサービス種類についても同趣

旨。）。 

② 指定居宅介護の内容（第４号） 

 「指定居宅介護の内容」とは、身体介護、通院介助、家事援助、通院等のための乗車又は

降車の介助(以下「通院等乗降介助」という。)のサービスの内容を指すものであること。 

③ 支給決定障害者等から受領する費用の額（第４号） 

 指定居宅介護に係る利用者負担額のほかに、基準第２１条第３項に規定する額を指すも

のであること(以下、他のサービス種類についても同趣旨)。 

④ 通常の事業の実施地域（第５号） 

 通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。 

 なお、通常の事業の実施地域は、利用申込みに係る調整等の観点からの目安であり、当



該地域を越えてサービスが行われることを妨げるものではないこと(以下、他のサービス

種類についても同趣旨)。 

⑤ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合の当該障害の種類（第７号） 

 指定居宅介護事業者は、障害種別等にかかわらず利用者を受け入れることを基本とする

が、指定居宅介護の提供に当たっては、利用者の障害特性に応じた専門性に十分配慮す

る必要があることから、提供するサービスの専門性を確保するため、特に必要がある場合

において、あらかじめ、障害種別により「主たる対象者」を定めることができることとした

ものである。この場合、当該対象者から指定居宅介護の利用に係る申込みがあった場合に

は、正当な理由なく指定居宅介護の提供を拒んではならないものであること。(以下、他の

サービス種類についても同趣旨)。 

⑥ 虐待の防止のための措置に関する事項（第８号） 

 「虐待の防止のための措置」については、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する

支援等に関する法律」（平成２３年法律第７９号）において、障害者虐待を未然に防止する

ための対策及び虐待が発生した場合の対応について規定しているところであるが、より実

効性を担保する観点から、指定居宅介護事業者は、利用者に対する虐待を早期に発見して

迅速かつ適切な対応が図られるための必要な措置について、あらかじめ運営規程に定め

ることとしたものである。 

具体的には、 

ア 虐待の防止に関する責任者の選定 

イ 成年後見制度の利用支援 

ウ 苦情解決体制の整備 

エ 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計画

など） 

オ 基準第４０条の２第１項の「虐待の防止のための対策を検討する委員会（以下「虐待防

止委員会」という。）」の設置等に関すること 

等を指すものであること(以下、他のサービス種類についても同趣旨)。 


